























































































































































































































































































































































































	表紙
	目次
	1 調査の目的と内容
	1.1 調査の目的
	1.2 費用と効果に関する定量的分析
	1.3 温暖化防止以外の便益
	1.4 中長期的な施策の効果
	1.5 より適切な施策やポリシーミックスの在り方の提示
	1.6 分析対象とした対策･施策と具体的な定量的分析手法
	1.7 海外講師の招聘
	1.8 調査体制の進め方

	2 対策コスト把握の必要性
	2.1 日本の温暖化対策の特徴
	2.2 コスト意識の欠如
	2.3 本研究会の意義 その1-今後の本格分析に向けての第一歩
	2.4 本研究会の意義 その2-資源の最適配分に向けて

	3 家電機器のトップランナー方式規制の評価
	3.1 省エネルギー法トップランナー方式機器効率規制
	3.2 トップランナー方式機器効率規制の評価の現状と問題点
	3.3 トップランナー方式機器効率規制の費用便益分析
	3.4 「トップランナー方式」機器効率規制の便益評価方法
	3.5 「トップランナー方式」機器効率規制の費用評価方法
	3.6 「トップランナー方式」機器効率規制の費用便益試算結果
	3.7 費用便益試算結果の感度分析
	3.8 結果のまとめと今後の課題

	4 消費者の新車購入行動に対する自動車グリーン税制の影響評価
	4.1 はじめに
	4.2 現行の自動車関連税制と自動車グリーン税制の影響評価
	4.3 既往研究の概要
	4.4 推定モデルとデータ
	4.5 分析結果と政策的含意
	4.6 まとめと今後の課題

	5 省エネ法の効果分析ならびに高性能工業炉に関する諸政策の効果分析
	5.1 省エネ法の効果分析
	5.2 高性能工業炉に関する諸政策の効果分析

	6 住宅用太陽光発電装置のCO2削減効果の評価
	6.1 はじめに
	6.2 評価の方法とデータ
	6.3 推計結果
	6.4 シミュレーション
	6.5 おわりに

	7 日本経済団体連合会自主行動計画におけるCO2排出削減の費用と効果
	7.1 はじめに
	7.2 自主行動計画フォローアップ調査結果からの概観
	7.3 鉄鋼業界におけるCO2排出削減対策
	7.4 製紙産業
	7.5 化学工業
	7.6 むすび

	8 海外招聘者との議論
	8.1 講師プロフィール
	8.2 講演概要とおもな討議

	9 温暖化対策の政策評価
	9.1 おわりに
	9.2 評価対象
	9.3 政策インパクトの予測
	9.4 政策インパクトの評価
	9.5 感度分析
	9.6 今後の課題

	■資料編
	A-1 分析対象とした施策等の概要
	A-2 共通原単位等
	A-3 海外招聘者の講演録


